
財務諸表に対する注記

１．継続組織の前提に関する注記
　該当なし。

２．重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　①　満期保有目的の債券は、償却原価法(定額法)によっている。
　　②　その他有価証券は、市場価格のあるものについては時価評価によっている。
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　該当なし。
（3）固定資産の減価償却の方法（法人会計）
　　法人税法の規定に基づく定額法により償却している。
（4）引当金の計上基準
　　①「賞与引当金」は、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属す
　　　る額を計上している。
　　②「退職給付引当金」は、職員に対する退職給与金の支給に備えるため、退職給与規程に基づ
　　　く期末要支給額を計上している。
　　③「役員退職慰労引当金」は、役員に対する退職手当に備えるため、役員の報酬及び費用に関
　　　する規程に基づく期末算出額を計上している。
　　④「貸倒引当金」は、福利貸付金の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、
　　　貸倒懸念債権については財務内容評価法により計上している。
（5）消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
（6）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　手許現金、随時引き出し可能な普通預金及び預入期間が3ケ月以内の定期預金からなっている。

３．会計方針の変更
　該当なし。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位:円）

基本財産
特定資産
　給付責任準備金引当資産
　退職資金準備金引当資産
　退職給付引当資産
　役員退職慰労引当資産

合　　計

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位:円）

基本財産
特定資産
　給付責任準備金引当資産
　退職資金準備金引当資産
　退職給付引当資産
　役員退職慰労引当資産

合　　計

６．担保に供している資産
　該当なし。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
0 0 0 0

8,161,518,750 3,070,665,293 3,676,025,911 7,556,158,132
1,946,109,654 203,888,883 64,067,963 2,085,930,574

0 1,856,250 0 1,856,250
10,127,628,404 3,310,648,626 3,760,093,874 9,678,183,156

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に対応する額)

0 0 0 0

7,556,158,132 (0) (93,136,844) (7,463,021,288)
2,085,930,574 (0) (0) (2,085,930,574)

1,856,250 (0) (0) (1,856,250)
9,678,183,156 (0) (93,136,844) (9,585,046,312)

20,000,000 34,238,200 20,000,000 34,238,200

34,238,200 (0) (0) (34,238,200)



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

車両運搬具
什器備品
ソフトウェア

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

福利貸付金

　該当なし。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 （単位：円）

国　債
特別債
事業債
外国債

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
   　該当なし。
１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高
　   該当なし。
１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　   該当なし。
１４．関連当事者との取引の内容
   　該当なし。
１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 現金預金勘定

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

　また、重要な非資金取引は無い。

１６．重要な後発事象
　該当なし。
１７．その他
　(1)「給付責任準備金」は、被共済者に対する退職給付金の支給に備えるため、共済制度規程に
　　基づく期末給付金相当額を計上している。
　(2)「退職資金準備金」は、会員に対する退職資金給付金の支給に備えるため、施設制度規程に

　　基づく期末給付金相当額を計上している。
　(3) 金融商品に係るリスク管理体制
　　ア．金融商品の取引は、資金運用規程に基づき行っている。
　　イ．債券については、時価情報を定期的に把握し、理事会に報告している。
　　ウ．投資信託については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を理事会に報告している。

合　　計 9,936,619 8,322,773 1,613,846

科　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
1,884,360 1,884,359 1
3,915,709 3,060,232 855,477

帳簿価額 時　　価 評価損益
596,819,641 605,559,900 8,740,259

4,136,550 3,378,182 758,368

合　　計 1,496,529,641 1,490,540,400 △ 5,989,241

前期末 当期末
13,085,504円 25,810,226円

預入期間が3ケ月を超える定期預金 －　 預入期間が3ケ月を超える定期預金 －　
13,085,504円 25,810,226円

300,000,000 303,231,000 3,231,000
399,710,000 402,329,500 2,619,500
200,000,000 179,420,000 △ 20,580,000

788,694,000 1,139,000 787,555,000

９．保証債務等の偶発債務

種類及び銘柄
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